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環境と調和した社会の実現                       ●研究動向・成果

住宅の省エネルギー性能向上

に向けた支援技術について
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１．はじめに 

 住宅からのCO2排出量は1990年比30.0%(2006年度)

の増加を示し、京都議定書目標達成計画(2005年4月)

における2010年目標「6%増までの抑制」との乖離が

著しい。その対策として、新築住宅(約110万戸/年)

の断熱化が省エネ基準等の整備により促進されてい

る一方、４千万戸以上の既築住宅を対象とした断熱

化及び省エネ設備の導入も課題となっている。当研

究所では2004年度までの温暖地域の新築木造住宅を

対象とした研究開発成果を受けて、2005～2007年度

に改修・温暖地域以外へ対象を拡大して住宅の省エ

ネ技術の研究開発を行った。 

２．断熱改修に係わる低コスト化・簡易化技術

 10～20年以上前に建設された住宅の多くは断熱が

不十分で、断熱改修もほとんどされていない状況に

ある。低コストな省エネ改修技術の開発や居住者の

ライフスタイル・ニーズを反映できる改修計画手法

の開発が不十分であることが省エネ改修普及の障害

の一端になっており、普及支援に向けた技術体系の

開発整備に取り組んだ。 

①施工性・省エネ効果を検証する実証実験 

断熱普及以前の在来木造住宅を模して建設した実

験住宅において各種断熱改修手法の施工性・コスト、

省エネルギー性・温熱環境に及ぼす効果の検証を行

った。 

②省エネ改修支援技術 

改修計画時に必要となる既存住宅の断熱性能診断

技術として、残存図面等資料や目視による情報をも

とに躯体や開口部の現状を判断する方法を提案する

とともに、比較的安価な測定器を用いた部位別断熱 

性能簡易測定法の開発を行った。また、改修工事に 

伴う標準的コストの算出と光熱費削減効果の推定法

を作成し、立地・居住者属性等の与条件を勘案した

改修技術メニューの組合せ提案に関するガイドライ

ンの骨子を作成している。 

３．省エネルギー設備計画技術

建物の断熱性能とともに、住宅に導入される給湯、

換気、暖冷房、照明設備等設備機器の性能の良否は

住宅のエネルギー消費量を大きく左右する。集合住

宅実験棟内に設けた、居住者の生活行動を模して住

戸内で消費するエネルギー量を計測できる実証実験

設備を拡充し、種々の生活条件や気象条件下におけ

る設備機器の評価手法を構築した。 

４．おわりに

本研究の成果は、2008年4月に設けられた断熱改修

促進のための税控除制度策定に活用されるとともに、

2009年4月に予定されている住宅の省エネ基準の改

正・強化に向けて、躯体及び設備の省エネ性能評価

手法として活用される見込みである。 

また、「自立循環型住宅への設計ガイドライン」

蒸暑地版、準寒冷地版、省エネ改修版としてまとめ

られ、住宅設計・施工実務者向け講習会に活用され

る予定である。 

http://www.nilim.go.jp/japanese/organization/kenchiku/jke

nchiku.htm（建築研究部） 
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図 施工性検証実験の状況(床下気流止め施工) 
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社会資本のライフサイクルを
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環境研究部長 岸田 弘之

環境研究部 道路環境研究室 室長並河 良治 主任研究官曽根 真理 研究官下田 潤一

（キーワード） ライフサイクルアセスメント、インベントリデータ、持続可能性 

１．はじめに

従来の環境問題は、水質汚濁、大気汚染といっ

た公害問題や自然保護が中心であるため、環境影

響評価制度も公害防止、自然保護を主たる対象に

して行われている。近年の環境問題においては、

二酸化炭素等の温室効果ガスや、廃棄物の総量と

いった、健康や生態系に直接影響を与えはしない

が将来に影響を与える持続可能性の問題の重要性

が増している。

２．研究内容

社会資本のライフサイクルをとおしての環境負

荷の把握のため、総合技術開発プロジェクト「社

会資本のライフサイクルをとおした環境評価技術

の開発」（LCA総プロ）を平成２０～２２年に実施

している。社会資本のライフサイクルをとおして

の環境負荷を把握する際に必要な、環境影響への

様々な関係を整理する。それらの関係を明確化す

るため、環境要素の関係の整理は、採取から廃棄

までの各段階において行う。また、社会資本につ

いてライフサイクルをとおした評価を実施できる

ようにするため、以下の３つの技術開発を行う。

①インベントリ・データの作成 

環境負荷を計算するためには、建設資材毎ごと

の環境負荷量原単位（例えば、使用するセメント

製造１トンにかかる二酸化炭素ＣＯ２排出量な

ど）を整理する必要がある。資材毎ごとの原単位

は存在するが、データが古かったり品目分類が粗

すぎる等の問題がある。既存の枠組に整合し、新

しい技術開発にきめ細かく対応できる社会資本整

備用の原単位を整備する。

②ＬＣＡ計算手法の開発 

インベントリ・データを使って構造物などの環

境負荷を算出する方法を開発する。従来の手法は

算出方法が複雑なため、LCA総プロでは、社会資本

の構想段階やアセスメント段階等などの社会資本

整備の各段階の特性に応じた、簡易な算出手法を

開発する。 

③グリーン調達制度に利用できる手法の開発 

ＬＣＡを社会資本整備に適用する1つの場とし

て、グリーン調達制度の特定調達品目選定の評価

手法としての適用がある。適切な品目選定に求め

られる条件を満たすＬＣＡ手法を開発する。 

図 持続可能性を考慮した評価手法の考え方
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持続可能性を考慮した環境問題

CO２排出量など一時的な排出ではなく、総量が問題とな

る。ライフサイクルアセスメントの考え方。

従来の環境問題 

NOx濃度など、一時的にでも基準を超えるかどうかが問

題となる。これまでの環境影響評価の考え方。 
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